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 はじめに 
 
２００７年６月に公布された「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改
正において、新たに「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等」（第
２７条）が規定され、２００８年４月１日から、すべての教育委員会は、毎年、その権
限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する
報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表することが義務付けられました。
 この法律改正を受け、町田市教育委員会では、効果的な教育行政の推進や、市民への
説明責任を果たし、市民に信頼される教育行政を推進することを目的に、教育に関し学
識経験を有する方の知見の活用を図った上で、教育委員会の事務の点検及び評価を毎年
度実施しています。 
また、町田市教育委員会では、２００８年度、国の教育振興基本計画を参酌して、町
田市の教育の振興に関する基本的な計画となる「町田市教育プラン」を策定し、２００
９年度からは、この教育プランに沿って施策等を進めています。 
今年度は、６回目の点検及び評価となりましたが、小中一貫町田っ子カリキュラムの
改訂、「まちだＪＵＫＵ」及び「中学校適応指導教室」の開設準備、鶴川駅前図書館の
開館など、教育プランに基づく重点施策が着実に進められていることが、ご覧いただけ
ると思います。 
例年同様、２０１２年度の点検及び評価を行った結果をまとめましたので、ご覧いた
だき、町田市教育委員会の取組について、ご理解を深めていただければ幸いです。 

 
 
     ２０１３年８月 
                         町田市教育委員会 
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１ 町田市教育委員会の２０１２年度の活動の概要 
 
町田市教育委員会は、市長が市議会の同意を得て任命した５人の委員により組織され
る合議制の執行機関であり、その権限に属する教育に関する事務を管理執行しています。
 委員の任期は４年で、市長が議会の同意を得て任命するものです。 
委員長は、委員のうちから選挙によって選ばれ、教育委員会の会議を主宰し、教育委
員会を代表します。任期は１年です。 
委員長職務代理者は、委員長に事故があるとき、または委員長が欠けたときに委員長
の職務を代行します。 
教育長は、委員のうちから教育委員会が任命し、教育委員会の指揮監督の下に、教育
委員会の権限に属するすべての事務をつかさどり、事務局の事務を統括し、所属職員を
指揮監督します。 

 
教育委員会委員（２０１２年４月現在） 

 
職  名 氏

ふり

  名
がな

 任  期 備 考  
 
 委 員 長 岡田

おかだ

 英子
えいこ

 2010.10.28 ～ 2014.10.27 3 期目 
 

委 員 長 
職務代理者 

 
井関
いせき

 孝善
たかよし

 2010.10.28 ～ 2014.10.27 3 期目 
 
 

委   員 髙
たか

橋
はし

 圭子
けいこ

 2008.07.01 ～ 2012.06.30 1 期目  
 

委   員 佐藤
さとう

  昇
のぼる

 2012.04.01 ～ 2016.03.31 1 期目  
 

教 育 長 渋谷
しぶや

 友
とも

克
かつ

 2010.04.01 ～ 2014.03.31 1 期目  
 
  ※ 髙橋圭子委員については、２０１２年６月３０日で１期目の任期が終了し、２０１２年７月１

日から２期目となりました。 

 
（１）２０１２年度教育委員会会議等の開催実績 
 
教育委員会の会議は原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じて臨時
会を行っています。また、教育行政の運営における懸案事項・重要事項等について教育
委員が協議を行う場、又は事務局から状況報告を行い教育委員と事務局が情報を共有す
る場として協議会を開催しています。 

 

 定例会１２回 臨時会５回 
 

議案１０３件・協議事項２件・報告事項９４件 
協議会４回 
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（２）２０１２年度教育委員の主な活動状況 
 

教育委員は、（１）に掲げた会議等のほか、以下のような活動を行い、教育委員会と
しての考えや思いを広め、更に、さまざまな活動を称え激励し、現場の状況や生の声を
把握することにより、教育行政の一層の充実に努めています。 
 
①儀式、市議会、教育委員会連合会、校長会等への出席 
・ 教職員の辞令交付式 
・ 町田市議会定例会・臨時会本会議 
（定例会４回、臨時会１回：教育委員長、教育長） ※１ 
・ 東京都教育施策連絡会 
・ 東京都市町村教育委員会連合会の総会・理事会・研修会 
・ 東京都市教育長会の会議・研修会 
・ 全国都市教育長協議会 
・ 関東甲信越静市町村教育委員会連合会の総会・研修会 
・ 定例校長会・副校長会   

 
   ※１ 市議会での一般質問や質疑に対して答弁や説明を行う。 
 
②学校への訪問 

    ・ 市教委訪問 (１５校)    ※２ 
・ 指導主事訪問 (１４校)  ※３ 
 ・ 研究発表会 (７校。うち２校は全国大会等の発表を兼ねる)   ※４ 

   ・ 道徳授業地区公開講座 (２１校) ※５ 
   ・ その他（各校の入学式・卒業式、運動会・体育祭、開校記念式典、周年記念式典

等のほか、日常の授業見学など） 
 

※２ …教育長以下、学校教育部の全管理職が学校を訪問するもので、各学校が抱
える教育上の諸課題について、その実態を把握し、解決の方途を見出すため
に実施するものです。全学級の授業参観や教職員との協議・懇談会等を通じ
て、児童・生徒の教育指導、指導内容・方法、教材・用具、施設・設備、教
育環境、保健衛生等、広い視野から教育上の諸課題について話し合い、学校
と市教委との連携を深めるねらいがあります。 
４年に一度は各校を訪問することになります。  
 

※３ …教育委員と指導主事が学校を訪問し、各学校の状況に応じ、児童・生徒の
指導上の諸問題を中心に、その学校のもつ課題について教職員とともに具体
的な解決の方法を見出す目的で行なわれています。上記の市教委訪問と比較
して、研究推進と授業改善に比重をかけています。 
４年に一度は各校を訪問することになります。 

 
※４ …教育委員会が例示するテーマを参考にして、各学校が研究主題を決めて 
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取り組むものです。各学校の研究意欲は高く、研究推進校、研究校が、その
成果や知見を広く内外に公開発表しました。 
 

※５ …東京都の「心の東京革命」の一環として全都の公立学校で開催しているも
ので、各学校での道徳の授業を保護者や地域の方々など、広く市民に見てい
ただいています。併せて、子どもの健全育成や子育てについての講演会を開
催したり、授業後に意見交換会などを行ったりして、家庭・学校・地域社会
が一体となった道徳教育を推進していくとともに、子どもたちの健全育成を
図ることがねらいです。 

 
③市や学校の連合団体などが主催する研修会等への出席 
・夏季休業中の授業力研修･教育課題研修 
・小･中学校教育研究会の総会･研究発表会 
・学校支援ボランティアコーディネーター研修会 
・小中一貫教育モデル校報告会 
・町田市教育講演会など 

 
  ④教育機関の事業や生涯学習施設の展示会･講座等への出席 

・小･中学校科学教育センター事業 
・生涯学習センター事業（市民大学 HATS、ことぶき大学、平和祈念事業など） 
・障がい者青年学級開級式･成果発表会 
・生涯学習センターまつり ・文学館まつり  
・文学館･国際版画美術館・自由民権資料館等の企画展やオープニングセレモニー 
・ひなた村（少年少女発明クラブ開講式・創作童話作品発表会）など 

 
  ⑤市や市民団体等が主催する文化・スポーツ等の行事･式典への出席・応援 

・小学校音楽鑑賞教室 ・小学校合同音楽会 
・中学校連合音楽会（吹奏楽・合唱） 
・中学校連合演劇発表会 ・町田市公立小中学校作品展 
・二十祭まちだ（成人式） ・社会を明るくする運動町田大会 
・町田市こどもマラソン大会  
・町田市連合陸上競技大会 ・特別支援学級スポーツ交流会 
・中学生東京駅伝 ・スポーツ祭東京２０１３関連行事・会議など 

 
  ⑥ＰＴＡや市民団体等との懇談 

・公立小学校ＰＴＡ連絡協議会の総会・研修会 
・中学校ＰＴＡ連合会の総会･懇談会･交流会 
・都立学校ＰＴＡ連合会の総会 
・市長･市議会議員との意見交換会   
・障がい児保護者団体との懇談会など 
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⑦その他の活動 
・都立町田の丘学園訪問  
・町田市防災会議 
・青少年問題協議会など 
 

（３）２０１２年度の主な事業 
 
 教育委員会の事務局及び教育機関（学校を除く。）は、学校教育部（教育総務課、施設課、
学務課、保健給食課、指導課）と生涯学習部（生涯学習総務課、生涯学習センター、図書
館）から構成されています。２０１２年度の主な事業は、次のとおりです。 
 
学校教育部 
①経常的事業 
 教育研究の実施、学校の管理運営、学校施設の整備･維持、 
 教育相談事業、生活指導補助者の派遣、特別支援教育事業、 
 奨学金の支給、通学費の補助、就学の援助、集団宿泊事業の実施、 
健康診断の実施、小学校給食の提供、中学校給食の提供、中学校職場体験など 
 
②２０１２年度における重点的取組 
 ・学校規模の適正化推進（鶴川中学校の通学区域の見直し、児童・生徒数の推計から抽

出した課題への対応） 
 ・施設整備の計画的推進（防音工事、トイレ改修工事、空調機設置工事など） 
 ・教育プラン改定に向けた検討 
 ・学力向上策の策定準備 
 ・小中一貫町田っ子カリキュラムの改訂 
 ・いじめ問題への対応（いじめ対応マニュアルの作成、いじめ対応サポートチームの設

置など） 
 ・体罰防止に向けた取組（体罰防止に関する研修の実施など） 
 ・「まちだＪＵＫＵ」及び「中学校適応指導教室」の開設準備 
 ・米飯給食の推進 
 
生涯学習部 
①経常的事業 
 自由民権資料館の管理運営、文化財の保存・活用、生涯学習センターの管理、 
生涯学習センター事業の実施（まちだ市民大学ＨＡＴＳ事業、ことぶき大学事業、 
障がい者青年学級の運営、社会教育関係団体の活動援助、学校の教室開放）、 
さがまちコンソーシアム事業、図書館・文学館の管理運営、文学館事業の実施など 
 
②２０１２年度における重点的取組 
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 ・生涯学習全体計画の検討 
 ・生涯学習センター開設に伴う対応 
  （開設記念事業の実施、生涯学習センターの快適な学習環境整備、生涯学習情報発信

機能の整備、生涯学習センター運営協議会の設置） 
 ・文化財の総合活用の推進 
 ・文学館、自由民権資料館の魅力の向上 
 ・鶴川駅前図書館の開館 
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２ ２０１２年度教育目標、基本方針及び施策方針 
 
教育委員会は、毎年度、教育目標、基本方針及び施策方針を策定しています。 
なお、２００７年度に、それまでの教育目標及び基本方針を見直し、１９９７年以来
１１年ぶりの大幅な内容改定作業を行いました。この改定では、教育目標と基本方針の
下に「施策方針」を示すことで、あらためて諸事業と目標及び方針との関係を明確にし、
施策等の点検・評価を行う条件を整えました。 

   教 育 目 標 
町田市教育委員会は、子どもたちが知性と感性をはぐくみ、心身ともに健 

 康で人間性豊かに成長し、互いの人格を尊重するとともに社会の一員として 
の自覚をもって地域にかかわる人間に育つことを目指します。 
また、だれもが生涯を通じ、あらゆる場で学び、支え合うことができる社 

 会の実現を目指します。   

 
 
 
 
 
教育目標の達成のために、教育委員会では以下の基本方針に基づき、施策を推進しま
す。 

  

  基本方針１   子どもたちの生きる力と健やかな精神の育成 
     日本国憲法及び教育基本法の精神を基盤とし、人権尊重を柱とする町田市子ど 
も憲章の趣旨を生かして、次代を担う子どもたちに、将来の職業や生活を見通し 
て社会の中で自立的に生きる力や生涯にわたって学び続ける意欲、健やかな精神 
や豊かな心をはぐくみます。 

 
     〈施策方針〉 
    (1) 人権尊重の精神と男女平等の意識、平和を愛し、生命を尊び、自然を大切にする 
     心などをはぐくむ教育を進めます。 
    (2) 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた郷土を愛するとともに、公共の精 
     神、社会貢献の精神をはぐくむ教育を進めます。また、異文化理解を基盤とした国 

際理解の教育を進めます。 
    (3) 障がいのある人や高齢者などすべての人が社会の一員として、明るく平等に活動 
     できる社会を目指し、相互理解と連帯感をはぐくむ教育を進めます。 
    (4) 基礎的・基本的な知識・技能の習得とそれらの活用を重視するとともに、言葉を 
     大切にしてコミュニケーション能力を高め、「確かな学力」「豊かな心」「健やか 

な体」の調和のとれた教育を進めます。 
    (5) 個性や創造性を伸ばし、自主・自律の精神を養うとともに、自己の生き方につ 
     いての考えを深め、望ましい勤労観・職業観を身に付ける教育を進めます。 
  

  基本方針２  学校の教育力の向上 
    様々な教育課題に対応し、子どもたちにとってよりよい教育を進めるために、 
  教育環境を充実・整備し、教師の指導力を含めた学校の教育力の向上を図ります。 

 
     〈施策方針〉 
    (1) 学校が自校の教育目標の実現に向けて、学習指導要領に則った教育課程、教育 
     活動を計画的に進めることができるよう支援します。 
    (2) 指導力や様々な教育課題に対応する力を高めるため、教師が研修する機会の充実 
     を図ります。 
    (3) 子ども一人一人の理解状況や学習内容の定着状況に応じるために、学習集団を弾 
     力的に編成し、少人数集団における指導、指導補助者を活用した指導など、学校の 

指導体制の充実を進めます。 
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    (4) 障がいのある子ども一人一人の教育ニーズを把握し、適切な指導や必要な支援を 
     行うために、専門家等による助言や支援者による指導補助などを通して、各校の特 
     別支援教育を進めます。 

  (5) 子どもたちの情報を正確に処理する力や正しく判断する力、情報を効果的に活用 
     したり発信したりする力を高めるために、コンピュータネットワークや図書館など 
     を活用した授業ができる環境の充実・整備を進めます。 
    (6) 子どもたちが健康で安全な生活を送ることができるよう、学校施設や教育環境の 
     充実・整備を進めます。 
   

 基本方針３  家庭、地域、学校が連携した教育の推進 
     保護者や地域、関係諸機関と学校とが連携した健全育成などの教育の取組を進 
  めるとともに、情報発信や公開、学校評価を充実し、信頼される学校づくりを進 
  めます。 

 
     〈施策方針〉 
    (1) 家庭教育の重要性を踏まえ、家庭と学校との連携を密にし、規範意識の向上、あ 
     いさつや食事などの基本的な生活習慣、家庭学習などの習慣の形成に努めます。ま 
     た、小学校と中学校との連携を密にし、小中一貫校を始め義務教育９年間を一貫し 

た理念・計画のもとで、効果的に指導する体制づくりを進めます。 
    (2) 子どもたちが安心して学校生活を送ることができるよう、危機管理の視点からも、 

学校の全教職員が関係諸機関や家庭・地域と一体となって、非行・問題行動の防止、 
犯罪被害・交通事故の未然防止、防災教育の推進、心身の健康の保持増進に取り組 
みます。 

    (3) いじめに関する問題は、すべての学校、すべての学級にあるという認識に立ち、 
     家庭や関係諸機関と学校との連携を密にするとともに、不登校などの教育課題、就 
     学や進路に関する悩みなどに対応する教育相談の機能を高めます。 
    (4) 学校が充実した教育活動を進めることができるよう、授業や生活指導、部活動、 
     学校図書館などへの保護者や地域の方々の積極的な参加ができる仕組みづくりを進 
     めます。 
    (5) 学校は、公開授業や研究等に全校を挙げて取り組むとともに、積極的に説明責任 
     を果たします。また、保護者の組織や市民、学校支援地域理事や学校支援ボランティ 
     ア等と連携した「開かれた学校経営」を行い、積極的に評価を受け、改善を図ること 
     で信頼される学校づくりを進めます。 
  

  基本方針４  生涯学習の推進 

    市民が生涯にわたって、いつでもどこでも自由に学び続けることができる社会 
  を目指し、学習の場や機会の充実、環境の整備を進めます。 

 
     〈施策方針〉 
    (1) 市民が自らに適した学習活動を行えるよう、講座や講演会、イベント等の情報を 

積極的に提供するとともに、学習をさらに深めるための相談機能の充実を図ります。  
    (2) 図書館では図書その他の資料の充実・サービスの向上を図り、生涯学習センター 
    や市民文学館では、多様化する市民の学習ニーズに応える講座等を開催し、市民が 

誰でも自由に学習できる環境の整備を進めます。 
    (3) 地域の教育力の向上を図るために、学校と地域の連携・交流を深める仕組みづく 
     りを進めます。また、地域の大学や生涯学習事業を行っているその他の機関との連 
     携を図ります。 
    (4) 市民が自らの学習成果を地域等様々な場で発揮できるよう支援し、市民の学習の 
     場が十分確保できるよう社会教育施設の整備を図るとともに、学校が地域の拠点 
     となるよう、校庭、体育館、教室の開放を進めます。 
    (5) 市内の貴重な文化財の維持・保全に努め、市民が文化財を活用できる機会を提供 
     します。 
    (6) 「町田市文化芸術振興施策の基本方針」や「町田市スポーツ振興計画」、「町田 

市子どもマスタープラン」等の施策展開に対して、積極的に参画・連携します。  
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３  町田市教育委員会の施策等の点検及び評価の実施 
 
  町田市教育委員会では、２００８年度、国の教育振興基本計画を参酌して、町田市の
教育の振興に関する基本的な計画となる「町田市教育プラン」を策定しました。町田市
教育委員会はこの教育プランの実施状況について点検及び評価を行い、法律に義務付け
られた趣旨を実現しています。 
 
   
（１）点検及び評価の対象組織（２０１２年度） 
 

教育総務課 総務係・事務係 

施設課 学校施設管理センター 

学務課  

保健給食課  

学
校
教
育
部 

指導課 管理係・教職員係、就学相談係、教育センター係 

生涯学習総務課 総務係・文化財係・自由民権資料館 

生涯学習センター 管理係・事業係 

図書館 中央図書館庶務係・中央図書館奉仕係・ 

  さるびあ図書館奉仕係・鶴川図書館奉仕係・ 

生
涯
学
習
部 金森図書館奉仕係・木曽山崎図書館奉仕係・ 

堺図書館奉仕係・町田市民文学館 
 

 
 
 
（２）点検及び評価の対象事業について 
 
  教育プランは、「教育目標」と「基本方針」に沿って進める教育施策をまとめた
もので、施策方針と諸事業を体系化した全体計画である「基本プラン（計画期間は
おおむね１０年間）」と、町田市教育委員会が直面する課題解決に向けて取り組む
重点施策と重点事業を示す「重点プラン（計画期間は５年間）」から構成されてい
ます。 
 点検及び評価は、主に重点プランの重点事業を対象として実施しています。 
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・点検及び評価の対象となる事業 

重点施策 重点事業（取組） 

(1) 小中一貫教育推進事業（小中一貫町田っ子カリキュラムの充実） 

(2)  新教育課程編成資料作成 
１ 子どもの確かな学力と豊かな人間性を

育てる 
(3)  大学連携事業（夏季授業力・教育課題研修） 

(1) 特別支援教室整備事業 

(2)  特別支援事業 

(3)  学校不適応生徒支援事業 

(4)  校内研修システムの確立 

２ 子ども一人一人に応じた指導体制を充

実する 

(5)  大学連携事業（e-ラーニング学習支援） 

(1)  学校新設事業 

(2)  学校施設リファイン計画 

(3)  学校ネットワーク整備事業 

３ 時代のニーズに応じた学校を建設・整

備する 

(4)  小中一貫校設置事業 

(1) 国際理解教育推進事業（国際交流活動） 

(2) 小中一貫教育推進事業（小中一貫指導推進校の指定） ４ 一貫・連携した教育を推進する 

(3)  大学連携事業（連携の拡充） 

(1) 学校支援ボランティア推進事業 

(2) 学校支援センター事業 ５ 地域協働の学校を創る 

(3) 町田市スクールボード校の指定 

(1) 学校パートナーシップ推進事業 

(2) 特別支援教育推進事業 
６  教員が学校教育に専念できる体制を支

援する 
(3)  給食費等未納対策 

(1)  学習機会の提供計画策定事業 

(2) 生涯学習コーディネーター養成事業 ７ 市民のニーズにあった学習機会を提供する 

(3) 生涯学習ボランティアバンク制度  

(1) 既存施設の活用による資料受け渡しシステムの構築 

(2) 「第２次町田市子ども読書活動推進計画」の推進 ８ 図書館活用の促進を図る 

(3) 地域図書館の整備 

９ 文化財活用の促進を図る (1) 文化財総合活用プラン策定事業 

(1) 教育委員会の施策等の点検及び評価の実施 

(2) 積極的なパブリシティの推進 10 市民に開かれた教育行政を進める 

(3) 子ども教育委員会の開催 

 
 
※点検及び評価の対象となる事業は、重点プランの重点事業（取組）に、重点施策 7「市民のニーズ
にあった学習機会を提供する」欄の「(3)生涯学習ボランティアバンク制度」と、重点施策 8「図書
館活用の促進を図る」欄の「(3) 地域図書館の整備」を追加したものです。 
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（３）点検及び評価の目的 
     ・効果的な教育行政を一層推進する。 
      ・市民への説明責任を果たし、市民に信頼される教育行政を推進する。 
 
（４）点検及び評価の方法 

・教育プランの重点事業について、「計画の妥当性」「進行管理の適切さ」 
「経済性・効率性・有効性」等の観点で評価します。 
・学識経験者、保護者の代表から助言を受けます。 
 
点検及び評価の中心となる資料は、施策ごとに作成した「点検及び評価シート」で、
以下のような構成となっています。（１３ｐ参照） 

 

① 【プロセス評価】（横軸にみた実施状況の点検） 
   横軸は個々の取組（事業）について、当初の計画に対する実施状況を点検 
し、成果や課題について評価します。 
 

 ② 【プログラム評価】（縦軸にみた取組（事業）の構成・効果の評価） 
  縦軸は、個々の取組（事業）の成果や課題を踏まえながら、取組（事業） 
の内容や構成は適切か、施策の目的を達成するのに効果的なものとなってい 
るかについて総合評価し、「評価・考察」欄に文章で記述します。 

 

 
 
※【プロセス評価】と【プログラム評価】は、それぞれ別個の観点から評価を行って
いるため、最終的な施策の評価を行う際は、縦横両方の評価を合わせてみることで、
総合的に評価する必要があります。また、その結果を分析し、課題等の洗い出しを
行った上で、２０１３年度以降の施策の運営及び新規事業等の企画の際に参考とし
ます。 
 
（５）点検及び評価の時期   
・４～８月の間に前年度の施策等の点検及び評価を行います。 
・市議会第３回定例会（９月）に報告書を提出します。 
・点検及び評価の報告書をホームページ上にて公表します。 
 

評価シートの記入・資料等の作成４～５月  
    

助言者を加えた点検・評価会議６～７月 
 

７月 教育委員会協議会
 

教育委員会定例会８月 
 

９月    議会へ報告・公表
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（６）点検及び評価の助言者    
点検及び評価に当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るこ 
ととなっており、外部からの意見を積極的に取り入れた形で行うことが望ましいため、
町田市教育委員会では助言者として以下の３名の方に依頼しました。 
 

   
 家田 晴行 東京家政大学 家政学部児童教育学科 教授 
 

薗田 碩哉 (財)社会教育協会理事  
野澤 滋享 ２０１２年度町田市立中学校ＰＴＡ連合会会長  
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▼町田市教育プランの構成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

町田市中期経営計画と連動 

［重点事業］（今後、核になる事業） 
…①主要事業のうち重点プランの

実現に直接つながる事業 
…②プランの確かな実現を目指す

ための新規事業(構想を含む) 
・５年間の実施計画と成果指標を
明示して達成状況等をまとめ
る。 
・教育委員会の施策評価の最も具
体的な材料となる。 

［施策方針］ 

…基本方針を進めるための事業指針 
 ・複数の事業の目的を束ねる。 
 ・基本方針と諸事業の目的を結びつ
ける。 

［主要事業］ 

…施策方針に関わる主要事業の概要 
 ・施策方針を実現する。 
 ・教育目標・教育方針の具現に対応
した諸事業 

［重点施策］ 

…今後、重点的に取り組む施策 

基本プラン 

評価 

●これからの社会の変化と教育
が果たす役割 
・社会的要請や教育の現状、課
題、将来像などを踏まえ、長
期的視点から社会の変化や教
育の役割を示す。 
●教育施策の現状と主な課題 
・教育委員会が現在直面してい
る主な課題を分析し、課題解
決に向けた教育施策につなげ
る。 

役割や課題を踏まえて統合・重点化 

重点プラン 

［基本方針］ 

…教育目標実現のための方策の指針 
 ・複数の施策方針の目的を束ねる。

 ・目標と施策方針を結びつける。 

［教育目標］…教育委員会が目指す人間像、社会 
     ・教育委員会の施策の基本目標 
     ・基本方針の根幹となる。 

町田市教育プラン 

 



４  町田市教育委員会の２０１２年度の施策等の点検及び評価シート 
 
                  
                                                   ＊横軸（プロセス評価）と縦軸（プログラム評価）を                                             

                                                                                         合わせて総合的に点検及び評価しているシートです。 
点検及び評価シートの見方 

点検及び評価シート  
 

重 点 施 策  
  
 
 目 的  
   

  
 
 
２０１２年度
当初の状況 

 

  

取組（事業） 年度当初の計画 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆ 

 
（ １ ） ○ ○ ○ ○ 事 業 

（○○課） 
 
 

   

 

（ ２ ） ○ ○ ○ ○ 事 業 
（○○課） 

 

   

 

  

   

 

評価・考察 

 
 
 
 
 

プログラム評価 

各
取
組
（
事
業
）
の
成
果
や
課
題
を
踏

ま
え
な
が
ら
、
取
組(

事
業)

の
内
容
や
構

成
が
、
施
策
の
目
的
を
達
成
す
る
の
に
、

効
果
的
な
も
の
と
な
っ
て
い
る
か
に
つ

い
て
、
評
価
・
考
察
し
、
文
章
で
表
現
し

ま
す
。

プロセス評価

各取組(事業)の年度当初の計画に対し、その事業が計画にしたがって適
切に実施されているかを点検し、年度末にどのような成果(◎)を挙げたか、
どのような課題(●)が残ったか等について評価し、必要に応じて今後の展
望（☆）を記載します。 

      取組（事業）の内容・構成についての評価・考察 
 
 各取組が、計画通りに実施できている場合でも、重点施策の目的達成の 
ため、さらに取組(事業)を増やしたり、計画自体を改善したりしていく必 
要がある場合もあります。それらも含め、今後の課題や改善策について記 
載します。 
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点検及び評価シート①【学校教育部】

(1)

(2)

(1)

○ ○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

規範教育、英語教育、キャリア教
育、食育の4領域について、領域ご
とに小中一貫町田っ子カリキュラ
ム検討委員会を設置し、4領域のカ
リキュラムの改訂作業を行った。

年度末に2013年度用カリキュラム
を完成させ、2013年4月に小中学校
全教員へ配布するための準備を進
めた。

カリキュラムの改訂内容について
は、2012年度末の担当者会におい
て説明した。

◎

●

●

☆

☆

新学習指導要領の趣旨を踏まえて小中一貫
町田っ子カリキュラムを改訂することがで
きた。

新カリキュラムの効果を検証するととも
に、新カリキュラムを要とした小中一貫教
育の充実を図る必要がある。

町田市独自の資料を組み込んだ道徳副読本
について、2007年度に選定してから継続し
て同一の出版社の副読本を使用しているた
め、その再検討が必要である。

2013年度は新カリキュラムを実施・検証
し、その結果を踏まえて資料を追加するな
どカリキュラムを充実させる。

2013年度に中学校区単位で全小中学校を
「小中一貫教育推進地区」に指定し、地区
の実態に応じたカリキュラムの実施を推進
する。

取　組（事業）

小中一貫教育を推進するため、2008年度から、規範教育、英語教育、キャリア教育、食育の4領域の「小中一貫町田っ子カリキュラ
ム」を全校で実施し、新学習指導要領に対応する先行的な取組を含め着実に成果を上げてきたが、学習指導要領の改訂に伴い、内容
が重複するカリキュラムの整理や新たな教育課題（学力向上、不登校等）に対応したカリキュラムの見直しが必要となっている。
教師の資質・能力の向上を図るため、近隣の大学と連携して、2007年度から夏季授業力・教育課題研修会を実施している。研修会で
は、学習指導要領実践講座、本市の重点施策、教科ごとの実技研修など、適時性や必要性のあるものを取り上げている。

　子どもの確かな学力と豊かな人間性を育てる重　点　施　策

目　的

2012年度
当初の状況

　町田市立小・中学校の子どもに学習指導要領の趣旨に基づいた確かな学力を身に付けさせ、豊かな心をはぐくむ

計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

小中一貫教育推進事
業（小中一貫町田っ
子カリキュラムの充
実）
（指導課）

新学習指導要領に掲げる「生きる
力」（知・徳・体）をバランスよ
く育てる視点で、小中一貫町田っ
子カリキュラムを見直す。
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☆

☆

☆

2013年度は、規範教育において、地域の戦
争資料の作成及びいじめ問題に関わるカリ
キュラムを充実する。

2013年度は道徳副読本選定委員会を設置
し、小中一貫町田っ子カリキュラム（規範
教育）との関連付けを図りながら、道徳副
読本の選定を行う。

学習指導要領において、外国語が小学校5､
6年生で必修化されたことに伴い、2014年
度から、小中一貫町田っ子カリキュラム
は、規範教育、キャリア教育、食育の3領
域とする。

(2)

○ ○

○

概ね計画通りに実施できた。

2012年度1学期に、武道必修化に伴
う保健体育の資料を作成し、中学
校保健体育科担当全員に配布し
た。

◎ 資料の内容に基づいて、中学校保健体育科
担当を対象とした実技研修を実施し、中学
校保健体育科担当全員が受講した。

(3)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

各教科、教育課題等を研修テーマ
に6日間40講座の研修会を開催し
た。

教職員の参加率は81.0％であっ
た。

◎

◎

●

☆

☆

研修会開催について学校への周知を徹底し
たことにより、昨年度と比べると全体の参
加人数が増加した。

実技研修や演習、具体的な事例等を中心と
した講座を行った結果、参加者のアンケー
トで、全アンケート項目中、「講義の理解
度」の満足度が72.3％と最も高い値になっ
た。

より効果的な研修を実施するために講義・
演習の内容に応じて適正な人数を設定する
必要がある。

研修の開催について早めに学校に周知する
ことにより、教職員の参加率を増加させ
る。

参加者の満足度を高められるよう教員の
ニーズに応える講座の開設に努める。

新教育課程編成資料
作成
（指導課）

大学連携事業（夏季
授業力・教育課題研
修）
（指導課）

2012年度の1学期中に、武道必修化
に伴う保健体育の具体的な資料を
作成する。

夏季休業日中に学習指導要領実践
講座として、各教科、道徳、外国
語活動、総合的な学習の時間、特
別活動及び特別支援教育、不登校
等の教育課題を研修テーマに、玉
川大学、桜美林大学、市内小中学
校において、全6日間40講座の研修
会を行う。

教職員の参加率80％以上を目指
す。
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○

○

評価
・
考察

小中一貫町田っ子カリキュラムについては、4領域においてカリキュラム検討委員会を設置し、学習指導要領の改訂や学校が直面する
教育課題等を踏まえたカリキュラムの改善を進めた。2013年度は各学校において本カリキュラムの実施・検証を行うとともに、さら
に資料（規範教育の例：町田市の戦争資料を活用した道徳資料、いじめ防止に向けた資料の追補等）の追加を行い、2014年度を新カ
リキュラムの本格実施年とする。一方で、規範教育においては、複数年固定化していた道徳副読本の選定が求められていることや、
文部科学省において道徳の教科化が検討されていることも踏まえ、今後対応が求められる。なお、英語教育については、小学校5，6
年生で外国語が必修化されたことに伴い、2014年度は英語教育を小中一貫町田っ子カリキュラムから切り離すことを検討している。

大学連携事業については、夏季授業力・教育課題研修において6日間40講座の研修会を開催し、教職員の参加率は81.0％、参加教員対
象のアンケート結果では、全アンケート項目中、「講義の理解度」の満足度が72.3％と最も高い値を示す結果となった。今後、さら
に学校の教員のニーズを見極め、研修を充実させていく。また、今後、新しい重点施策「学力向上」に絡め、インターンシップによ
る学習支援や指導法の研究体制を構築する。
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点検及び評価シート②【学校教育部】

(1)

(2)

(3)
(4)

(5)

(1)

○

○

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

副校長及び新任主幹教諭、新任主
任教諭研修会においてOJTの実際に
関わる研修会を実施した。

1～3年次教員は校内において3回以
上の研究授業を実施、また、4年次
教員は各自で研究テーマを設定
し、通年で授業力向上に向けて研
究授業を実施した。

1～3年次研修において、授業力向
上に向けた研修を実施した。

◎

◎

●

☆

主任教諭の育成・活用を通して、若手教員
育成の充実を図るなどのOJTに関する研修
を継続的に実施したことにより、校内にお
いて、OJTシステムが定着しつつある。

教育委員会実施の研修と各学校で実施する
研修について、互いに内容を関連付けるこ
とによって、教員の授業力向上に資するこ
とができた。

研究授業で学んだことを日常の授業へより
多く生かしていくことが課題となる。

1～3年次教員がより計画的に授業を実施す
ることができるよう、週ごとの指導計画の
立て方について研修を行う。

重　点　施　策 　子ども一人一人に応じた指導体制を充実する

目　的 　町田市立小・中学校の子ども一人一人の教育ニーズに応じた指導体制の充実を図ることを通して、子どもたちの集団への適応や自立、
学力向上などを支援する

2012年度
当初の状況

教員の平均経験年数の低下、若手教員の増加に対応するため、各学校が自立的な人材育成のシステムを確立するよう支援を進める必
要がある。
個別指導教室の整備や特別支援教育支援員を配置することによって、学級にいる特別な支援を必要とする子どもたちに個に応じた対
応が行われている。
特別な支援を必要とする児童・生徒の増加に伴い、教室の整備が必要となっている。
町田市の中学校では年度により差があるものの、非行・暴力行為・いじめ等の問題行動を繰り返す生徒が後を絶たない現実があり、
そうした生徒に対応する専門家チーム「まちだJUKU」設置の準備を進めるとともに、中学生の不登校生徒に対する「中学校適応指導
教室」を開設するための準備を進めている。
不登校児童・生徒へ対応するため、パソコン上で学習を支援するe－ラーニング学習支援事業を2007年度から桜美林大学と連携して
行っている。今後は、桜美林大学と学校との連携・協力を進め、不登校児童・生徒が社会と触れ合う場を設定するなど、より効果的
な対応を図る必要がある。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

校内研修システムの
確立
（指導課）

管理職及び主幹研修会等でOJTの実
際に関わる研修会を開催する。

授業力向上を目指して、1～4年次
の教員を対象にそれぞれ3回～4回
の研究授業を校内で実施する。

授業力向上を目指して、1～3年次
研修において指導案作成研修を行
う。
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(2)

○

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

特別支援教室の設置計画に基づ
き、南第三小学校及び小山田中学
校に個別指導室・相談室を設置し
た。

小山田南小学校において、特別支
援学級の教室を整備した。

◎

◎

●

☆

特別支援教室の設置により、児童・生徒一
人一人の状況に応じた指導を行う環境を整
備することができた。

各校の実情を把握し、状況に応じ教室増設
などを行い、教育環境の改善を行うことが
できた。

教室増設には余裕教室がないなど施設的に
制約がある場合も多い。学級・教室整備に
は学校及び地区の状況を勘案しながら、対
応を検討していく必要がある。

今後も施策どおり、年2校ずつ特別支援教
室（個別指導室）の設置を進めるととも
に、各地域の状況の把握に努め、学級設
置・増設を行っていく。

(3)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

介助員について、適正配置がなさ
れるよう再配置を行った。

新規に整備された特別支援教室
（個別指導室）に、特別支援教育
支援員を配置した。

◎

◎

●

☆

介助員の配置について、見直しをした結
果、実情に合った配置を行うことができ
た。

特別支援教育支援員の配置により、通常学
級に在籍し特別な支援を必要とする児童生
徒の状況に応じたきめ細かい指導が実現し
た。

介助員については、支援を要する児童生徒
個人のために配置するのではなく、学校体
制の充実のために配置するという趣旨につ
いて理解を深めていく必要がある。

特別支援学級が設置されていない学校から
優先的に、今後も支援員を年2校ずつ配置
し、全校配置に向け努めていく。

特別支援教室等整備
事業
（指導課）

特別支援事業
（指導課）

特別支援教室等（特別支援学級及
び個別指導・相談室）の設置済み
校を51校にする。

南第三小学校と小山田中学校に特
別支援教室を設置する。

小山田南小学校の特別支援学級教
室に通う児童の増加に伴い、教室
を整備する。

介助員のより有効的な活用を図る
ために、配置について見直しを図
る。

新規に整備された特別支援教室
に、特別支援教育支援員を配置す
る。
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(4)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

教育センター未改修棟の耐震補強
工事を完了し、「まちだJUKU」、
「中学校適応指導教室」設置の準
備を行った。

「まちだJUKU」及び「中学校適応
指導教室」の設置及び運用のため
の関連要綱などを作成した。

◎

☆

☆

不適応生徒支援事業を展開するため、教育
センター内に施設の設置を行うとともに、
関連要綱を整備した。

「まちだJUKU」及び「中学校適応指導教
室」の運用の仕方を確立していく。また、
これらの事業について、積極的に周知を図
る。

学校、保護者、関係機関と連携し、スクー
ルソーシャルワーカーを効果的に活用し
て、不登校生徒や問題行動生徒に対応して
いく。

(5)

○

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

副校長会で周知を行うとともに、
町田市のホームページで紹介を
行った。また、保護者や学校から
の相談に応じて随時紹介を行っ
た。

桜美林大学と連携して支援を進
め、学習状況を学校に知らせるこ
とにより、学習意欲の喚起につな
げた。

不登校児童・生徒が、桜美林大学
主催の行事に参加して、桜美林大
学の学生と交流を深めた。

◎

　

●

2012年度不登校児童生徒数419人に対して
73人が利用しており、不登校児童・生徒及
び保護者に対して支援を行った。
　
本事業については、広報などを行っても利
用者数が増えない状況であり、そのあり方
について見直す必要がある。

○

○

○

学校不適応生徒支援
事業
（教育センター）

大学連携事業（ｅ－
ラーニング学習支
援）
（教育センター）

評価
・
考察

校内研修システムの確立に向けた教育委員会主催の研修については、管理職及び主幹・主任教諭対象の研修を計画通り実施するとと
もに、若手教員の増加に伴い、１～3年次の教員に対しては、指導主事及び教育センターの教育アドバイザーが連携し、重点的かつ継
続的な指導を丁寧に行っているところである。今後、より実践的な教員の資質・能力の育成を効果的に図るために、教員実態やニー
ズを把握し、市教委主催の研修と各学校における研修相互の関連を深めるとともに、研修の充実を図る。

特別支援教室については、教室設置及び支援員の配置が計画通り行われている。予算等の関係もあり、年2校ずつではあるが、今後も
予定通り進めていく。学級増設や教室増設などについては、児童生徒の状況、施設の状況、また地区の状況などを見極め、検討して
いく。

「中学校適応指導教室」や「まちだJUKU」の運用を進めるともに、スクールソーシャルワーカーとの連携体制を確立する。

不登校児童・生徒及び保護者の
ニーズにより、ｅ－ラーニング学
習支援を活用するためのID・パス
ワードを配布する。

桜美林大学と学校との連携・協力
を進め、不登校児童・生徒と桜美
林大学の学生との交流の場を設定
する。

非行・問題行動を繰り返す生徒の
ための「まちだJUKU」及び不登校
生徒のための「中学校適応指導教
室」の開設のため、教育センター
未改修棟に耐震補強工事を行い、
開設場所の整備を行う。

「まちだJUKU」及び「中学校適応
指導教室」の設置及び運用のため
の関連要綱などを作成する。
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点検及び評価シート③【学校教育部】

(1)
(2)

(3)

(4)

(1)

○ ○

○

概ね計画通りに実施できた。

一日でも早い校庭利用を目標に工
事を進めてきた結果、予定より早
めに完了することができた。

◎

☆

小山中学校の校庭整地工事の完了により、
町田市教育プランにおいて、重点事業に掲
げる学校新設事業の全てが完了した。

児童・生徒が急増している地域において適
正な規模の学校運営ができるように今後も
注視する必要がある。

新設した小山中学校の校庭整地工
事を完了させる。

重　点　施　策 　時代のニーズに応じた学校を建設・整備する

目　的 　町田市立小・中学校の施設・設備の整備を進め、子どもたちが充実した教育環境で学ぶことができるようにする

2012年度
当初の状況

2012年4月に開校した小山中学校の校庭整地工事は2011-2012年度の債務負担行為事業のため継続して工事を行う。
1965年からの20年間で小・中学校が集中的に新設されたため、施設の老朽化が一斉に進んでいる。施設をより長く使い続けるために
計画的な改修が必要である。また、現在の教育内容に即した施設の改築や時代のニーズに応じた教育環境の改善が求められている
（校舎改造、トイレ改修、普通教室等の空調整備、環境に配慮した学校施設（エコスクール）等）。
耐震補強工事を重点的に行ったため、建築後25年以上経過しているが未だに大規模改造工事を行っていない小中学校が24校残ってい
る。そのため、中規模な改修にシフトして、改修計画のスピードアップを図ると共に、建物の環境負荷の低減や長寿命化、非構造部
材の耐震化を進める必要がある。
学校ネットワークは全校整備したが、教員用パソコンや生徒用パソコンの老朽化への対応（5年経過したパソコンは保守部品がなく、
修理ができない）、増員した教員に対するパソコンの配置を計画的に行うとともに、個人情報の扱いを含めた教員のセキュリティ意
識を高める必要がある。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

学校新設事業
（施設課）
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(2)

○

○

○

○

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

防音工事は計画通り進んでいる。
工事完了校3校：南第三小学校、町
田第五小学校、薬師中学校（町田
第三小学校は継続）

トイレ改修工事は予定通り完了し
た。

空調機設置工事については、工事
の早期着工により2学期から空調機
の使用を可能にした。

中規模改修工事設計は予定通り完
了した。

◎

☆

☆

防音工事、トイレ改修工事は計画通り完了
し、空調機設置工事は予定より早く完了し
た。

次年度以降も継続して、防音工事及びトイ
レ改修工事を実施していく。学校の新設事
業が完了したので、今後は中規模改修工事
をはじめ、既存校の老朽化対策を重点的に
実施していく。

学校施設の耐震化率は100％を達成してい
るが、非構造部材の耐震化についても推進
していく。

(3)

○ ○

○

概ね計画通りに実施できた。

2012年度に増えた教員分のパソコ
ン36台を整備するとともに、耐用
年数が経過しているパソコンの更
新（教員用パソコン402台）を進
め、教員用パソコンの配置100％を
維持した。

◎

●

☆

老朽化した教員用パソコンの更新を進める
とともに、増員した教員分のパソコンを配
置することにより、校務の情報化を進め、
校務の効率化を図った。

老朽化した（5年経過）パソコンの買い替
えが必要である。

パソコンの計画的買い替えを実施してい
く。

(4)
○

○

○

航空機等の騒音による教育環境へ
の障害に対応するため、防音工事
を行う。
・南第三小学校（第三期）
・町田第五小学校（第二期）
・町田第三小学校（第一期）
・薬師中学校（第二期）

トイレ改修工事を行う。
・小学校4校、中学校1校

空調機設置工事を行う。
・小学校35校

中規模改修工事設計（1校）を行
う。

2009年度に教員用パソコン配置率
100％を達成したが、今年度増員し
た教員分のパソコンの配置及び耐
用年数を経過したパソコンの更新
を実施する。

2011年度にて終了。

学校施設リファイン
計画
（施設課）

学校ネットワーク整
備事業
（教育センター）

小中一貫校設置事業
（教育総務課、施設
課、学務課）

評価
・
考察

学校新設事業が完了し、今後は中規模改修、改築事業等、既存施設の老朽化対策に迅速な対応が求められている。また、非構造部材
の耐震化についても推進していく。

今後も老朽化した教員・児童生徒用パソコンの更新を進めていく。
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点検及び評価シート④【学校教育部】

(1)
(2)

(3)

(1)

○ ○

○

○

○

計画通りにはいかなかった。

双方向同時通信テレビ機器を活用
した台湾の小学校との交流を、昨
年度から実施の南大谷小学校に追
加して、小山田南小学校でも実施
した。

当初、市内全校で展開できるよう
に通信装置の開発を行うことを条
件に始まった事業であるが、開発
が無理であることが判明した。

経費や実施校の負担が大きいた
め、本事業を市内に広げることが
できなかった。

◎

●

●

●

☆

双方向同時通信テレビ機器を活用した台湾
との交流活動において、目的や相手を明確
にした上でのコミュニケーションをするこ
とで、学習意欲をより高めることができる
ことが実証できた。

通信装置の開発について見通しが立たず、
１校当たりにかかる経費が高額である。

市内の実施校及び台湾の受け入れ先の小学
校を増やしていくことが困難である。

授業を計画･実施する学級担任等の負担が
大きい。

2013年度以降は本事業を継続しない。

重　点　施　策 　一貫・連携した教育を推進する

目　的 　小・中学校の一貫教育を軸に、様々な連携教育を進めることを通して、生涯にわたって広い視野で学び続けることのできる児童・生徒
を育てる

2012年度
当初の状況

南大谷小学校において、双方向同時通信テレビ機器を活用して、台湾の小学校と交流を行っている。
2007年度より6年目を迎え、小中一貫指導推進校の指定による生活指導及び学力向上に関わる様々な取組がなされてきた。しかしなが
ら、客観的な成果の検証がなされておらず、本事業を更に発展させる上で検証と改善が求められる。なお、小中一貫町田っ子カリ
キュラムとの関連が弱く改善が求められる。
市内の大学との間で進めてきた連携協定による教員対象の研修をより充実させ、教育課題解決に向けた具体的な方策を進めるととも
に、市内他大学との教育連携についても今後の可能性を検討する必要がある。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

国際理解教育推進事
業（国際交流活動）
（指導課）

現在実施している1校の公開授業の
参観を市内全小中学校に呼びか
け、2学期以降に実施校を増やし、
市内へ広げていく。
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(2)

○ ○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

小学校4校、中学校6校において、
全学年を対象に民間調査機関提供
の総合学力調査を実施した。

2007年度から施行の小中一貫指導
推進校の指定を2012年度3月末で終
了した。

◎

◎

●

●

☆

☆

小中一貫指導推進校では民間調査機関提供
の総合学力調査の結果を踏まえて授業改善
に生かすことができた。

2007年度から実施している小中一貫指導推
進校指定事業を検証し、全小中学校を対象
とした小中一貫教育のための仕組み作りに
ついて検討を行うことができた。

小中学校の相互理解の在り方や具体的な連
携方法の工夫など、小中一貫指導推進校の
成果を全校に反映させる必要がある。

小中学校9年間を見通した学力向上策を検
討する必要がある。

2013年度から、中学校区単位に全校を「小
中一貫（連携）教育推進地区」として指定
し、小中一貫指導推進校指定事業の成果を
活かして、地区の実態に応じた取組を推進
する。

「学力向上モデル地区」の指定を行い、民
間調査機関との共同研究を通して地区の実
態に応じた学力向上策を検討する。

小中一貫教育推進事
業（小中一貫指導推
進校の指定）
（指導課）

小中一貫指導推進校事業を通し
て、義務教育9年間を見通した指導
実践の在り方を追究してきた成果
を踏まえて、学力向上を重点にし
た取組を研究する。
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(3)

○ ○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

玉川大学と桜美林大学を会場とし
て授業力･教育課題研修を実施し
た。

玉川大学とは教職インターンシッ
プ事業及び教職大学院受入れにつ
いて連携した。

桜美林大学とは不登校児童・生徒
の学習支援のためにｅ－ラーニン
グの実施について連携した。

学校支援センターが、学生に対し
て、ボランティアへの参加を呼び
かけるために、法政大学、青山学
院大学、桜美林大学の各大学が主
催した学生ボランティア説明会に
参加した。

◎

●

●

☆

☆

大学との連携拡充を通して、各事業の推進
や学校の指導体制の充実を図ることができ
た。

授業力･教育課題研修における連携につい
ては、会場として大学の施設を借用するに
留まっている。

教職インターンシップ事業については、玉
川大学１校のみと連携するに留まってお
り、玉川大学以外の大学とは、小中学校が
個別に連絡・調整をして行っているため、
今後はこれらの情報を収集し、新たな大学
との連携拡充を図る必要がある。

授業力･教育課題研修における研修内容の
充実に向けて、大学と連携した講座の開設
を推進する。

学校における個に応じた指導の充実を図る
ために、教職インターンシップ事業及び学
生ボランティアの活用と学力向上推進事業
を関連付けて、大学との連携を推進する。

○

○

大学連携事業（連携
の拡充）
（指導課）

評価
・
考察

国際理解教育推進事業については、双方向同時通信テレビ機器を活用した台湾との小学校との交流を、昨年度モデル校として1校行っ
たが、今年度は、小山田南小においても実施した。実施校での取組自体は評価できるものの、予算が非常に高額であることなどの理
由（上記）により、全校に拡大していくことは困難なため2013年度以降は本事業は継続しない。

小中一貫教育推進事業としては、2012年度をもって小中一貫指導推進校を廃止し、2013年度は中学校区単位に全校を「小中一貫（連
携）教育推進地区」として指定し、全ての中学校区において9年間を見通した「学力向上」「小中一貫町田っ子カリキュラム」「生活
指導」等の推進を図る。なお、学力向上については、「学力向上モデル地区」を指定することにより、9年間を見通した「学力向上」
を重点的に推進する。

玉川大学や桜美林大学と引き続き
連携し、授業力･教育課題研修や不
登校学習支援を進める。
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点検及び評価シート⑤【学校教育部】

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

町田市学校支援ネットワークシス
テム（MGN）のPCを計画通り10校に
設置した。合計32校となり、地域
の人材活用に効果を上げている。

VCに、生涯学習部と共同で実施す
る「生涯学習の成果を活かす場の
拡充」といった研修会や東京都や
多摩地区VCとの交流会に積極的に
出席してもらい、情報共有を図っ
た。

◎

◎

学校のネットワークシステムの整備が進
み、半数の学校で利用できるようになっ
た。このため、地域の人材の有効活用や
様々な情報交換が行われるようになった。

VCの活動を支援するため、ニーズにあった
研修会や、地区別の情報交換会などが行わ
れ、VCの活動の幅を広げることができてい
る。
中でも小中合同の情報交換会での様々な情
報交換がそれぞれに新しい活動を生み出し
ている。小中連携が形となって現れてきて
いる。

重　点　施　策 　地域協働の学校を創る

目　的 　各学校が地域住民等の支援と評価をこれまで以上に受け、教育活動の改善と充実を図ることを通して、学校への信頼度を高める

2012年度
当初の状況

地域のボランティア候補の発掘や紹介を効率的に行うための「町田市学校支援ネットワークシステム（MGN）」が22校に整備されてい
る。今後も計画的に整備していく。
ボランティアコーディネーター（VC）が全校に配置されて2年目を迎え、研修や情報交換会などを通じ、様々な情報が共有できるよう
になった。この情報を活用し、活発なコーディネイト活動が行われている。
地域と協働した学校づくりを進めるため、2009年度から2011年度にかけて学校の教育活動の支援や学校評価を行う学校支援地域理事
を全ての小中学校に配置した。今後は、学校支援地域理事の支援を受けながら、地域と協働した教育活動や学校評価の充実を図って
いく。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

学校支援ボランティ
ア推進事業
（指導課）

学校支援センター事
業
（指導課）

学校の実情やニーズに応じた人材
確保のために整備を進めている町
田市学校支援ネットワークシステ
ム（MGN）を、今年度も10校に導入
する。

全校に配置されているボランティ
アコーディネーター（VC）が、学
校のニーズにあったコーディネー
トができるよう、効果的な研修会
や情報交換会を開催し、更に活動
の輪を広げていく。
特に、小中連携を意識し、合同の
情報交換会を実施する。
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○

○

6地区に分けた情報交換会や中学校
の20地区で分けた情報交換会など
を行った。2012年度は、特に小中
合同の情報交換会が活発に行われ
た。

まだ少数ではあるが、中学校部活
動の小学生への紹介や、小中が連
携した学力向上の取組などが行わ
れた。

●

☆

新しいVCのスキルアップをどのように図っ
ていくかが課題であり、研修会や情報交換
会などの充実を図る必要がある。

町田市学校支援ネットワークシステムを半
数の学校で整備した。2013年度も10校整備
する予定であり、これらのシステムを活用
し、VCの活動を活性化させる。

(3)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

2011年度は一部の学校において学
校支援地域理事の任命が年度の後
半にずれ込んだが、2012年度は一
学期中に全ての学校に学校支援地
域理事を配置した。

学校の管理職及び学校支援地域理
事を対象とした説明会を実施し
た。説明会では学校支援地域理事
の意義・役割や学校評価のあり方
について説明を行うとともに、先
進的な取組を行っている学校の事
例紹介を行った。

◎

☆

説明会には244人が参加した。説明会実施
後のアンケートでは、「事例紹介を行った
学校の取組がとても参考になった」、「学
校地域支援理事の意義・役割がよくわかっ
た」等、肯定的な意見を多くいただいた。

学校支援地域理事の役割の一つである学校
評価の充実を図るため、町田市として統一
的な方針を定め、推進する必要がある。

○

○

○

町田市スクールボー
ド校の指定
（教育総務課、指導
課）

評価
・
考察

学校支援ボランティア事業では、ボランティアコーディネーターの全校配置や、町田市学校支援ネットワークシステムの整備、また
学校支援センターにおける学校を支える様々な活動により、子どもたちが多様な経験をするための支援体制が整いつつある。地域の
大きな援助を受けながら子どもたちが成長していくこの有意義な活動を今後も支援していく。

学校支援地域理事と教員が学校運営における目標や課題等を共有し、継続的な改善を図ることができるよう、学校評価の仕組みづく
りを進めていく。

学校支援地域理事の活動が充実するよう、スクールボード校の意義や学校支援地域理事の学校運営への活用方法等について、学校や
学校支援地域理事に対し、啓発を行っていく。

各学校に学校支援地域理事を配置
する。

学校支援地域理事の活動がより一
層充実するよう、スクールボード
校の意義や、学校支援地域理事の
活動や学校運営への活用方法につ
いて理解を深めるための取組を行
う。
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点検及び評価シート⑥【学校教育部】

(1)
(2)

(3)

(1)

○

○

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

各研修会では、緊急対応時におけ
る関係諸機関との連携、教育活動
を充実するための家庭及び地域社
会との連携のあり方等に関する講
演を実施した。

生活指導主任研修では、町田警察
署、南大沢警察署及び児童相談所
等に出席を依頼し、関係諸機関と
連携して課題を解決した学校の事
例報告を行った。

法的な対応が必要な事案につい
て、市の法制担当と連携して学校
のサポートを行った。弁護士メー
ル相談制度の活用件数は0件だっ
た。

◎

◎

●

☆

職層に応じて、適切な外部講師を選定した
ことによって、外部折衝能力の向上に資す
る研修を実施することができた。

生活指導主任研修の充実を通して、学校と
警察等との情報連携を深めるとともに、困
難な問題の解決に向けて学校をサポートす
る体制の強化を図ることができた。

弁護士メール相談制度については、相談か
ら回答までかなりの時間を要することか
ら、年々活用件数が減っている。

法律相談制度については、市の法制担当と
の連携の状況を踏まえ、今後のあり方を検
討する。

重　点　施　策 　教員が学校教育に専念できる体制を支援する

目　的 　小・中学校の教員が、専門家や協力者、法制度整備などの支援や条件整備により、教育活動に専念できるようになることを通して、学
校教育の充実を図る

2012年度
当初の状況

各学校における外部との折衝能力を高めるために、接遇等の教員研修を実施している。
小・中学校の教員が教育活動に専念できるように、特別支援教育の専門家等の派遣等、学校への支援体制の一層の強化を図る必要が
ある。
給食費については、未納者を発生させない対策として、2009年度に町田市学校給食費徴収規則を施行している。督促状を送付したこ
となどにより未納者が縮減されたが、2010年度・2011年度と給食費の未納金額率が0.20％、未納者率も0.40％前後とほとんど変化が
なくなったため、他の対策を講じる必要がある。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

学校パートナーシッ
プ推進事業
（教育総務課、指導
課）

校長研修会、副校長研修会、生活
指導主任会、初任者研修で外部講
師を招き、外部折衝能力の向上に
関する研修を行う。

生活指導主任研修では、警察署や
児童相談所等関係諸機関との連携
を図り、学校へのサポート体制を
強化する。

弁護士メール相談制度を継続して
実施するとともに、市の法制担当
と連携をし、法律の知識が必要な
事案への対応をサポートする。
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(2)

○

○

○

○

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

年間派遣実績
・巡回指導員派遣回数1637回
・専門家チーム59回

学校からの要望に応え、巡回指導
員の派遣を隔週の派遣から毎週の
派遣に変更し、派遣回数が大幅に
増えた。

専門家チームによる協議会を延べ
学校数で小学校37校、中学校21校
で実施し、指導・助言を行った。

退職校長による巡回相談員は、計
画的に全校2回以上、合計150回訪
問した。

巡回相談員や特別支援学級専任相
談員が、特別な配慮を要する児
童・生徒がいる学校を訪問し、支
援方法に関する指導・助言を行っ
た。

◎

●

☆

巡回指導員及び専門家チームの派遣回数が
前年度より大幅に増加し、障がいがある児
童・生徒または注意を要する児童・生徒の
対応について、専門家等による助言などの
支援を行うことができた。

専門家チームや特別支援学級専任相談員の
派遣要請については、学校により希望する
回数に差があるので、その有効性を一層説
明し、活用するよう助言する。

今後も巡回相談員の人材確保と制度の改善
について、継続して取り組むとともに、各
校の現状と課題の把握に努める。

(3)

○

○

○

○

○

計画通りにはいかなかった。

給食費未納額は約238万円となり、
未納率は0.2％となった。
（2011年度は203万円 0.20％）

給食費未納者の割合は、0.44％で
未納者は105人であった。
（2011年度は0.39％未納者数92
人）

●

☆

町田市学校給食徴収規則に基づき、給食の
申し込み制度を実施し、給食費未納者に対
し校長と教育委員会の連名の督促状を出し
たが、未納者の減少にはいたらなかった。

要保護及び準要保護対象者に対して、給食
費の未納が発生した場合には、就学援助費
から給食費を校長口座へ直接振り込む制度
を利用するよう勧めていく。

特別支援教育推進事
業
（教育センター）

給食費等未納対策
（保健給食課）

心理系の大学院生・大学院卒生等
による巡回指導員の派遣、医師や
大学教授で編成する専門家チーム
の派遣を学校の要請に応じて行
う。また、学校に対する制度の周
知を学期ごとに行い、年間の派遣
回数を巡回指導員は1000回、専門
家チームは20回を目標とする。

学期中に特別支援教育アドバイ
ザーである巡回相談員が市内62校
全校を訪問し、各校の課題を把握
し、助言や相談を行う。

特別支援学級専任相談員が計画的
に課題のある学校へ訪問して、通
常学級に在籍し、特別な配慮が必
要な児童・生徒への指導方法や対
応について助言を行うとともに、
特別支援学級の指導内容や方法に
ついて助言を行う。

未納対策として「町田市学校給食
費徴収規則」に基づく運用を行
い、給食費未納額の縮減に努め
る。

各学校と協力し、給食費未納者の
割合を0.1％以下にする。
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○

○

○

評価
・
考察

特別支援教育推進事業については、学校長からの依頼により各指導員等の派遣を行っている。派遣依頼がない学校に対して、特別支
援教育推進事業の有効性について説明を行い、全校に派遣の支援ができるように進めていく必要がある。

市の法制担当との連携を強化することで、迅速に学校の課題に対応できるようにする。弁護士メール相談制度についてはこれまでの
活用状況を踏まえ、制度のあり方について見直しを行う。

給食費未納対策については、引き続き町田市学校給食徴収規則に則り対応をしていく。さらに要保護及び準要保護対象者において、
給食費の未納が発生した場合には、就学援助費から給食費を校長口座に直接振り込む手続きについて早期に案内するなど、生活援護
課や学務課と連携を図り、未納金額の増大防止に努める。
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点検及び評価シート⑦【生涯学習部】

(1)

(2)

(1)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

「町田市生涯学習推進計画」策定
のため、検討委員会及び生涯学習
センター内に作業部会を設置し
た。推進計画の構成案・スケ
ジュール案等について議論し、確
定した。

改定中の教育プランの施策体系を
基に、生涯学習センター運営協議
会の意見を参考にして、2013年度
生涯学習事業計画を策定した。

◎

●

◎

☆

検討委員会で構成案・スケジュール案等を
議論し、確定したことで、2013年度中の
「町田市生涯学習推進計画」策定に向けた
準備ができた。

生涯学習推進計画の上位計画である教育プ
ランのアクションプラン（実行計画）とし
て、より具体的な事業を盛り込み、生涯学
習推進計画を実効性のあるものにする。

生涯学習センターが実施する事業につい
て、これまで必ずしも事業目的を明確にし
ていたとは言えなかったが、事業目的ごと
に類型化し、事業を整理した。

生涯学習推進計画を策定するとともに、同
計画に沿った事業計画を策定して、事業を
実施していく。

重　点　施　策 市民のニーズにあった学習機会を提供する

目　的  市民ニーズに即した学習機会を提供するとともに、市民の生涯学習活動が活発に行われるようにする

2012年度
当初の状況

2012年4月1日に公民館及び市民大学の組織を統合し、生涯学習センターを設置した。今後は生涯学習全体計画の策定、学習情報の集
約・発信、学習相談、関係機関との総合調整などの「生涯学習センター機能」を確立していく必要がある。
知識を習得する機会に比べ、学習成果を活かす機会が不十分である。このため、知識・経験を役立てたいと考える市民と学習意欲を
持つ市民をつなぐための制度を整備するなど、学習成果を活かす機会を充実させる必要がある。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

学習機会の提供計画
策定事業
(生涯学習センター)

町田市の生涯学習に関する取組を
定める（仮称）「町田市生涯学習
推進計画」を、2013年度までに策
定する。そのため、部内に検討委
員会及び作業部会を設置し、教育
プラン改定の進捗状況に合わせ、
推進計画の検討を行う。

生涯学習センターが生涯学習の拠
点として機能するよう、生涯学習
センター運営協議会の意見を参考
にし、2013年度生涯学習センター
事業計画を策定する。

30



(2)

○

(3)

○ ○

○

概ね計画通りに実施できた。

市内の人材を活用し、地域での生
涯学習支援の充実を図るために、
12月にボランティアバンクを設置
した。１月からボランティア登録
者を募集し、約50名が登録した。3
月には利用団体を募集し、運用を
開始した。

◎

●

☆

これまで生涯学習分野になかったボラン
ティアバンクを立ち上げることができた。

さらなるボランティアバンクの登録の増加
を目指すと共に、市民団体の利用のニーズ
を掘り起こす必要がある。

ボランティアバンクの登録と利用が活発化
することで、市民同士が学び合う生涯学習
社会を目指していく。

○

○

○

生涯学習コーディ
ネーター養成事業
(生涯学習センター)

評価
・
考察

生涯学習の総合的な計画である「町田市生涯学習推進計画」を2013年度中に策定する。

生涯学習センターが生涯学習の拠点として機能するような事業計画を策定し、講座・講演会等について、タイムリーな学習情報を提
供できるようポータルサイトの構築準備を進めていくとともに、市民団体や、大学、民間企業等との連携による事業を充実すること
で、各団体が相互につながるネットワーク形成を図っていく。

生涯学習ボランティアバンク制度を立ち上げたが、今後、市内全域で活用できるよう制度の浸透を図っていく。

市民大学で実施していた生涯学習
コーディネーター養成講座は一定
の成果をあげたことから2011年度
にて事業を終了する。

生涯学習ボランティ
アバンク制度
(生涯学習センター)

市民同士が地域社会の中でともに
学び、教え合えるようにするた
め、自らの知識、経験等を役立て
たいと考える市民と、それらを習
得したいと思う市民を結びつける
制度を新たに構築する。
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点検及び評価シート⑧【生涯学習部】

(1)

(2)

(3)

(1)

○ ○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

小山市民センター、忠生市民セン
ター、南町田駅前連絡所（リエゾ
ン）の3施設の合計貸出冊数は
17.4％増の42,699冊となった。

実施施設の拡大を2012年度に策定
した図書館事業計画に、重点事業
として位置づけた。

◎

☆

図書館が身近にない地域のサービスとして
定着しつつあり、貸出実績は着実に増加し
ている。

市民部所管の成瀬センターの建替えにあわ
せ、同センターにおいても、予約資料受渡
しサービスを実施する方向で関係所管と調
整を行う。

重　点　施　策 図書館活用の促進を図る

目　的  市民が必要とする資料・情報の獲得や未知の本との出会いを通じて、自らの生活をより深く豊かなものにし、子どもたちが、読書の習慣
を身に付けることによって、生きる力を養うとともに明日を担う人材として成長できるようにする

2012年度
当初の状況

図書館資料については、市内の図書館（6館）と文学館、移動図書館のサービスステーション（64ヶ所）で貸出・返却を実施してい
る。また、2012年10月には鶴川駅前図書館を開館する予定である。
2010年9月より市民センター等の３施設で予約資料の受渡しサービスを実施している。しかし、図書館が身近にない地域の市民から、
引き続き地域図書館の整備や他施設での予約資料の受渡しサービスの拡大を求める強い要望がある。
子どもがかけがえのない本と出会い、自ら進んで本を読む習慣を身に付けることができるよう、2010年3月に策定した「第二次町田市
子ども読書活動推進計画」を着実に推進し、子どもの読書環境のいっそうの充実を図る必要がある。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

既存施設の活用によ
る資料受渡しシステ
ムの構築
（図書館）

小山市民センター、忠生市民セン
ター、南町田駅前連絡所（リエゾ
ン）の3施設で行っている予約資料
受渡しサービスの実施施設の拡大
について検討し、方向性を決定す
る。
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(2)

○ ○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

前年度の取組項目をまとめた「第
二次町田市子ども読書活動推進計
画2011年度取組状況報告書」を発
行した。

第二次町田市子ども読書活動推進
会議を2回開催した。1回目は2011
年度の進捗状況の検証、情報交換
を行い、2回目は2012年度の中間報
告と2013年度の取組みについて意
見交換を行った。

◎

☆

「まちだとしょかん子どもまつり」の取組
の充実や、「としょかん1ねんせい」事業
を新たに実施したことにより、子どもが読
書に親しむ機会を提供できた。

引き続き第二次町田市子ども読書活動推進
会議を開催し、庁内関連各課、関係施設等
と情報交換を行いながら、計画の進捗に努
める。

(3)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

鶴川駅前図書館は、63,000冊の蔵
書数で予定どおり10月17日に開館
した。

（仮称）忠生図書館は館内のプロ
ジェクトチームにより検討を進め
るとともに、関係会議に職員が参
加した。その結果2月に実施設計が
完成した。また、（仮称）忠生図
書館の資料収集方針に基づき、資
料購入計画を策定した。

◎

☆

◎

◎

☆

＜鶴川駅前図書館＞
工事の遅れによる建物引渡しの延期があっ
たが当初予定どおり開館することができ
た。

引き続き資料の整備をすすめる。

＜（仮称）忠生図書館＞
実施設計には図書館として必要な機能をほ
ぼ盛り込むことができた。

忠生市民センターと連携した情報発信、近
隣の小学校・中学校との連携など施設の地
域性や性格に基づくサービス方針を策定し
た。また、同方針に基づき資料収集方針、
資料購入方針を策定した。

資料購入計画に基づく確実な資料購入を進
めるとともに、備品購入計画を作成する。

「第二次町田市子ど
も読書活動推進計
画」の推進
（図書館）

＊「第二次町田市子
ども読書活動推進計
画」策定事業から事
業名変更

地域図書館の整備

＊新規追加事業

第二次町田市子ども読書活動推進
会議を開催し、第二次計画の進捗
状況の検証、総合調整、情報交換
等を行う。また、引き続き各取組
項目の推進に努める。

2012年10月の開館（予定）に向け
鶴川駅前図書館の開館準備を進め
る。

（仮称）忠生図書館の建設に向
け、館内で検討を進めるととも
に、関係会議へ職員を派遣する。
また、効率的な資料購入計画を策
定する。
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○

○

○

評価
・
考察

市民センター等において図書館資料の返却や予約資料の受渡しサービスを実施したことにより、図書館が身近にない市民の利便性が
大幅に向上したといえる。今後は、成瀬センターで実施できるよう関係各課と調整を進めていく必要がある。

「第二次町田市子ども読書活動推進計画」は、年度当初の計画を予定どおり実施することができた。今後も実施に当たっては庁内関
連各課、関係施設等との協力は不可欠であるため、情報交換を行いながら計画の進捗に努める。

地域図書館の整備は、鶴川駅前図書館、（仮称）忠生図書館とも年度当初の計画を予定どおり達成することができた。（仮称）忠生
図書館については、引き続き開館に向け計画的に準備を行う必要がある。
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点検及び評価シート⑨【生涯学習部】

(1)

(1)

○

○

○

○

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

文化財保護審議会から、今後の文
化財の有効活用のあり方について
の提言を受領した。

「旧荻野家住宅」改修に係る保存
管理計画を予定通り策定した。

高ヶ坂石器時代遺跡（八幡平）は
測量を行い、保存管理計画策定作
業に着手した。また、次年度購入
予定地を3月に買収し、当初計画し
ていた用地の公有地化を完了し
た。

出土品をはじめとする歴史資料の
研究・整理を進め、12月に出土品
を含む3件を市の文化財に指定し
た。

◎

☆

☆

●

自由民権資料館における新規文化財指定記
念の展示会、本庁舎（イベントスタジオ）
における３回の遺跡の展示会、博物館にお
ける「忠生遺跡展」の開催等を通じて、多
くの市民に対し、文化財に触れられる機会
を提供できた。

「旧荻野家住宅」改修については、次年度
に実施計画を策定し、工事に着手してい
く。

高ヶ坂石器時代遺跡（八幡平）は次年度
に、保存管理計画を策定していく。

「文化財総合活用プラン」については、関
係部署との調整が遅れたために年度内に計
画書の作成ができなかった。早期に計画書
を作成して市の計画に位置づけていく必要
がある。

○

重　点　施　策 文化財活用の促進を図る

目　的  貴重な文化遺産を将来にわたって保存し、市民が文化財に触れることで文化財の価値を実感できることを通して、郷土に親しみ誇りをも
てるようにする

2012年度
当初の状況

従来から、文化財の修理等の維持保全事業が優先される傾向にあり、市民への活用、還元の取組が不十分な状況にあった。そこで、
文化財に市民がより親しめるよう、2010年度から個々の市内文化財の管理・活用計画（文化財総合活用プラン）の策定作業を開始
し、検討を進めている状況である。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

文化財総合活用プラ
ン策定事業（生涯学
習総務課）

評価
・
考察

文化財保護審議会から提言をいただいた活用計画案（28案）については、緊急性や重要度を鑑みて優先順位を設定し、計画的に実施
していく。

文化財総合活用プランの検討を完
了し、年度内に計画書を作成す
る。

東京都指定有形文化財「旧荻野家
住宅」改修に係る保存管理計画を
策定する。

高ヶ坂石器時代遺跡（八幡平）は
測量を行い、保存管理計画策定作
業に着手する。

出土品をはじめとする歴史資料の
研究・整理を進め利活用を図る。
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点検及び評価シート⑩【学校教育部・生涯学習部】

(1)
(2)

(3)

(1)

○

○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

学識経験者の助言を踏まえ、2011
年度の施策等の点検及び評価を実
施し、報告書を市民に公表した。

点検及び評価の実施にあたり、施
策の成果、課題及び展望を明らか
にした。

◎ 2011年度の施策等の点検及び評価により、
次年度の施策の実施に向けた課題や展望等
を確認することができた。

重　点　施　策 　市民に開かれた教育行政を進める

目　的 　市民に開かれた教育行政を進めることにより、社会的要請や市民ニーズに応じた施策運営を心がけるとともに、教育施策に対する理解
や協力を得て、施策の成果を高める

2012年度
当初の状況

2008年度から、教育委員会の施策等の点検及び評価について、学識経験者等の知見を活用し自己点検及び評価を実施している。
教育委員会の施策や事業を市民に周知する手法として、広報紙やホームページ、報道機関への情報提供等により広報活動を行ってい
る。市民が知りたい情報と教育委員会から発信したい情報を整理し、わかりやすく伝え、市民に親しまれる紙面作りをしていく必要
がある。
2011年度から実施している子ども教育委員会について、2012年度の実施に向けた準備を進めている。

取　組（事業） 計画の実施状況及び年度末の結果 成果◎・課題●・展望☆年度当初の計画

教育委員会の施策等
の点検及び評価の実
施
（教育総務課）

2011年度の点検及び評価を実施
し、改善に向けたPDCAサイクルを
確立する。

公表にあたっては、市民にわかり
やすいよう報告書を工夫する。
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(2)

○ ○

○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

広報紙の発行回数を１回増やし、
年4回発行した。

広報紙の作成にあたっては、①写
真や図表を多用する、②市内小・
中学校の特色ある教育活動を紹介
するコーナーや、町田市の文化財
や歴史を紹介するコーナーを連載
する、③話題のトピックを特集面
で取り上げるなど、市民が読みや
すく、親しみを持てるよう工夫し
た。

2013年2月から、メール配信システ
ムを利用し、学校教育に関するお
知らせ（行事、学校給食、教育相
談、転入学案内、奨学金案内等）
の提供を始めた。

◎

◎

●

☆

市政モニター制度を利用したアンケートで
は、「どちらかというと読みやすい」また
は、「読みやすい」と答えた方が、全体の
約７割を占めた。また、「市の歴史・文化
遺産を知ることで市に愛着がわく」、「レ
イアウトが工夫されているので読みやす
い」、「学校の様子がわかるので良い」な
どの肯定的な意見をいただいた。

広報紙の発行日を変更し、「いじめ特集」
などタイムリーな企画を紙面に反映させる
ことができた。

編集会議を定期的に行い、広報紙として発
信すべき情報について整理を行う必要があ
る。

市民の声を分析し、掲載記事や紙面、発行
回数、配布拠点等について検討し、より良
い広報紙の作成・発行に向け、改善を続け
ていく。

(3)

○ ○

○

○

概ね計画通りに実施できた。

子どもたち自らができる学校を楽
しくするための取組について話し
合った。

子ども教育委員会で話し合われた
内容を、報告書にまとめ、ホーム
ページに掲載した。また、その内
容をポスターにし、学校での周
知、啓発に活用した。

◎

☆

参加した児童や保護者のアンケートでは、
「他の小学校の様子を知ることができて良
かった」、「子どもたちが主体となって、
学校生活を楽しくするためにできることを
真剣に考える機会となって良かった」など
肯定的な意見が多かった。

子ども教育委員会での話し合いの結果が、
各学校でどのように反映され、どのような
取組が行われているかについて調査し、実
態を把握する。

○

積極的なパブリシ
ティの推進
（教育総務課・各
課）

子ども教育委員会の
開催
（教育総務課）

評価
・
考察

教育委員会で実施している事業や施策について広報紙の発行やホームページへの掲載、報道機関への情報提供により、広く市民に周
知することができた。
今後はさらに、市民モニターの結果を分析し、市民が知りたい情報と教育委員会から発信したい情報を整理し、親しまれる紙面づく
りに努める。また、より多くの市民に手にとってもらえるよう、教育広報「まちだの教育」の配布拠点を増やす。

教育委員会で実施している施策や
事業、市内小・中学校の教育活動
の紹介を教育広報「まちだの教
育」を通して情報発信するととも
に、報道機関への情報提供を積極
的に行う。

市内42校の小学校の代表を子ども
教育委員に任命し、「町田市の小
学校を楽しくするためにぼくた
ち、わたしたちにできること」と
いうテーマについて教育委員とと
もに話し合う会議として、子ども
教育委員会を実施する。
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５ 点検及び評価に関する有識者からの助言 
 
 

家田 晴行（東京家政大学 家政学部児童教育学科 教授） 
 
【総括的に】 
 ・関係部課とも 2012 年度の業務について、きちんとしたスケジュールのも 
と、適切な運営･実施がされているようである。 

 
【個別施策から】 
 ・小中一貫町田っ子カリキュラムの対象となる規範教育、キャリア教育、食
育は、学習指導要領の総則でも述べられているように、児童・生徒の学習
や生活に極めて必要な内容である。 

  しかしながらこれらは、各教科・道徳・特別活動等の内容に散りばめられ
ており、一貫したカリキュラムのもとで行われているわけではない。 

    町田市は、大変よい視点で取り組んでいるとともに、報告書では着実に成
果を上げていると認識できる。今後も充実を期待したい。 

 ・大学連携事業は、学生のお手伝いや研修会の実施だけではなく、共同研究
チームによる課題解決の方策を考えていただきたい。（例えば、いじめ問題
や不登校児童生徒への対応など） 

 ・校内研究における授業力の向上は、どのようなことができることなのか、
具体的な「着地点」を想定して事業の推進に当たっていただきたい。（感覚
的な成果把握では説得力に欠きます） 

 ・パソコンの更新は、次世代型の授業を想定して、タブレット型を導入する
ことを研究していただきたい。 

 ・給食費未納対策は効果をあげていないようであるが、他区市の対応策を参
考にされ、弁護士や警察との連携を図りながら毅然と進めていく等の対応
の仕方を研究していただきたい。 
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薗田 碩哉（（財）社会教育協会理事） 
 
 町田の学校教育の特色として追及している小中一貫教育のカリキュラムの検
討が進み、問題のある生徒に対応する「まちだ JUKU」の取り組みが前進したこ
とは喜ばしい。いずれの課題も取り組みの過程でさまざまな問題点が明らかに
なって来ていると思われる。何が問題で、どこに隘路があるかということをで
きるだけ明確にして次年度に臨んでほしい。また、推進役である教員が教育に
専念できる体制を整えることをさらに前進させ、これと併せて教員研修の内容
の充実を図ることが重要であろう。研修については教員の意欲や自主性を引き
出すような取り組みが求められる。 
 これからの学校は地域との協働なくしてその成果を上げることができない。
学校ボランティアの活動がコーディネーターの配置によって広がっていること
はその点で大きな期待を抱かせる。これと合わせて全校に配置されたスクール
ボードを十分に機能させることが重要だと考える。スクールボードを学校と地
域をつなぐ「のりしろ」と位置付けて活動の活性化を図るべきであろう。そこ
に地域の社会教育・生涯学習の人材やノウハウを生かすことがもっと考えられ
てよい。 
 生涯学習部門の「生涯学習コーディネーター養成事業」は、すでに終了した
事業がテーマに掲げられていて奇異な感を持った。ここは新たに取り組んだ「ボ
ランティアバンク」を目標に掲げるべきであった。人材バンクについてはその
有効性に疑問を提示する識者も少なくないので、役に立つバンクになるための
一段の工夫と努力が必要だと思われる（※後記の注を参照）。 
 2012 年度は新たに「町田市生涯学習センター」が誕生した年であったが、そ
の成果はどうであったろうか。その検証を十分に行ったうえで、現在策定中の
「生涯学習推進計画」に反映させてほしい。この推進計画は従来の事業を根本
的に見直し、新たな発想のもとに作成されなくては意味がない。担当者ばかり
でなく、広く市民や NPO などの団体の意見も徴して策定に当たってほしいもの
である。 
 最後に報告書の構成について今後のために一言。プロセス評価とプログラム
評価の２つの視点を導入したことは有効だと思うが、その「書き方」「見せ方」
にもう一工夫ほしいところである。最後の「評価・考察」は、その２つの視点
を総合したうえで、出来たことと出来なかったこと（課題を残したこと）を明
確に、かつ簡潔に示すようにしたい。 
 
 
※注 
 助言者から上記の指摘を受けて、点検及び評価シート⑦に「(3)生涯学習ボラ
ンティアバンク制度」を追加し、点検及び評価を行いました。 

39 



 

40 

野澤 滋享 （２０１２年度町田市立中学校ＰＴＡ連合会会長） 
 
東日本大震災が契機になり、地域、学校、家庭の連携強化が重要視されてき

ました。また、いじめの問題も社会問題として、大きくクローズアップされた
中、町田市の教育行政も、教育目標、基本方針の改定が行われようとしていま
す。 
教育目標達成のため、基本方針が 4項目にわたって制定されていますが、「基

本方針 3 家庭、地域、学校が連携した教育の推進」を中心に考えました。 
まず、小中一貫町田っ子カリキュラムは、規範、英語、キャリア、食育の 4 項
目を重点において実施されてきましたが、2012 年度において、施策方針が示さ
れる事により、より明確に理解しやすくなりました。 
なかでも、小中一貫指導推進校による取組みが行われ、推進校の発表会が例

年行われています。各校とも小中の相互理解から始まって、いかにその効果を
あげるかに工夫を凝らしているのが理解できますが、かなりの労力が必要な事
であり、教育委員会として具体的な手順とか方法についてのアドバイスが必要
なのではと感じております。 
2013 年度には、中学校区単位に全校を「小中一貫（連携）教育推進地区」と

して取り組まれるようですが、学校によっては、中学校 1 に対して小学校 3 の
ところがあり、従来のやり方をみる限りかなりの負担がかかりそうな気がしま
す。個々の事情に即した指導が出来ればいいと思います。 
教員の研修については、夏季休業中に重点的に行っていますが、本年度の参

加率が 81％、「講義の理解度」の満足度が 72.3％とありますが、もう少し上を
目指して欲しいと思います。 
今後とも、より多くの研修を期待しますが、人間的な醸成面も含め、教え上

手な先生になる事を期待します。 
次に、「地域協働の学校を創る」とありますが、ここで言っている地域とは、

ボランティアコーデイネーター（ＶＣ）、ボランティア及び学校支援地域理事を
さしているものと思います。ＶＣの活動については、各校ごとの特色を生かし
た活動をしています。学校支援センターのなお一層のバックアップを期待しま
す。 
町田市ＰＴＡ連合会の活動方針も「家庭、学校、地域の連携推進」であり、

学校と地域の接点としてのＰＴＡとして大いに協働してゆく所存です。 
今後とも、教育目標達成の為、学校と密接に連携をとりながら一層の努力を

してまいります。 



【用語の解説】 
● 小中一貫町田っ子カリュキュラム 

町田市立小･中学校全校で、規範教育、英語教育、キャリア教育、食育の四
領域の小中連続カリュキュラムを作成し、どこの市立小・中学校を選択しても、
効果的に学習内容がつながる全市型「小中一貫町田っ子カリュキュラム」を展
開しています。 

 
● 小中一貫指導推進事業 

  生活指導上の課題や学力向上の課題が、地域の小･中学校に共通に存在する
状況に対応し、同じ地域にある小学校１校と中学校１校を組み合わせて、指
導の目標や重点の共有、合同研修会や授業交換などを通じた教員の交流、時
間割編成の工夫、小中合同の教育活動の推進など、実際的な小中連携策を進
めています。 

 
● 学校施設リファイン 

リファインとは、「磨きをかける」「洗練する」という意味を持つ言葉です。
単なる学校施設の現状復旧の修繕･改修ではなく、その時代に求められる視点
を持って、既存の学校施設を「ながく・よく使い続ける」ため、日頃の維持管
理と、中･長期的な計画に基づき学校施設の改修等を行っています。 

 
● ＯＪＴ 

ＯＪＴとは、Ｏｎ ｔｈｅ Ｊｏｂ Ｔｒａｉｎｉｎｇの略で、「日常的な
職務を通して、必要な知識や技能、意欲、態度などを、意識的、計画的、継
続的に高めていく取組」のことを言います。ここでは、学校内における人材
育成の取組を指しています。 

 
● スクールボード校 / 学校支援地域理事 

アメリカ合衆国では、州ごとに教育委員会が置かれる前、市町村やそれ以 
下のコミュニティで学校を維持していくため、住民が自分たちの手で学校を 
運営していた時期がありました。これが、スクールボード（「学校委員会」又
は「学区委員会」）です。町田市では、この「地域が学校を支える」という考
え方を受け継ぎ、学校支援地域理事を設置する学校をスクールボード校と称
しています。 
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● ボランティアコーディネーター 

  学校の教育活動を地域の側から支援するための調整役を担う地域の方です。
学校と地域の間に入り、地域人材の紹介から、授業の打合せなどを行い、地
域に開かれた教育活動を推進しています。また、学校とボランティア双方の
不安や心配を受け止めたり、教育上のねらいを一緒に考えたりしながら、ボ
ランティアが学校を支援し、学校教育の充実を図るための調整役としても期
待されています。 

 
● 学校支援センター事業 

  町田市立小･中学校の教育活動を地域の人々の協力･支援により充実したも
のにするために、地域人材の募集･登録･紹介･研修等の一元的に管理する総合
窓口「町田市学校支援センター」の仕組みを構築・推進するものです。 

 
● 生涯学習センター機能 

生涯学習推進のために必要な機能であり、次の４つがあります。 
 ①学習等の事業計画立案、生涯学習のネットワークづくり、学習プログラム
の開発等の企画調整機能 

 ②市民への学習情報を的確に提供する等の情報機能 
 ③生涯学習情報の問い合わせに答え、また、市民が企画する学習の相談に対
応する等の相談機能 

 ④関係機関との総合調整機能 
 
● PDCA サイクル 

  事業活動における管理業務を円滑に進める手法の一つです。Plan（計画）
→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことによ
って、業務を継続的に改善する仕組みを指します。 
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